





























































































































































































































































































































































































































































































































































































究極の目標 読書 教育 仲介
方針 図書の利用可能性 図書の有効性 多岐にわたる目的のための図書ﾌ利用可能性と有効性
達成の領域 蓄積 図書館の内部組織 図書館間の協力
公衆の反応 図書館への寛容 図書館の受容 図書館の活動への参加













































































































































































































































































































図書館 委託された機関 民間委託の手法 開始年月
宮崎市立図書館 NPO法人「MCLボランティA」 部分委託 2000年4月
太田市立図書館 NPO法人「NPOサポーターY」 部分委託 2001年4月



























桑名市立図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2004年10月
杉戸町生涯学習センター SPC（特別目的会社） PFI 2006年3月
稲城市立中央図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2006年7月
府中市立中央図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2007年12月
長崎市立図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2008年1月



































































































































































































































































































山梨 稲城 長崎 鳴門 宮崎 山中湖 北九州
官 民 官
? ? ? ?
民 官 民 官 民 官
?
サービス方針の策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
レファレン
X業務
レファレンスの回答 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
レファレンスの記録（事
痺fータベース化等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
資料提供方針の策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○資料提供業ｱ 資料の貸出・返却 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
選書計画の策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
選書業務
選定作業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注：山梨：山梨県立図書館稲城：稲城市立中央図書館長崎；長崎市立図書館鳴門：鳴門市立図
　　書館，宮崎：宮崎市立図書館，山中湖：山中湖情報創造館，北九州：北九州市立門司図書館・戸
　　畑図書館
おわりに
　政府による公共サービスの民間開放政策のもと，公立図書館の管理運営にPFI方式を中心に本格
的な民間活力の導入が図られようとしている。公立図書館では，これまでにも，その業務の一部を民
間に委託してきた歴史があるが，今進行しつつある民間開放の動きは，それとは一線を画すものであ
る。図書館サービスを担う市民団体がNPOという法人格を得て正式に活動することが可能となり，
またPFIや指定管理者という全面的に図書館運営を民間が担うことが可能な方式に法的根拠が与え
られている。このことは，図書館サービスへの民間活力の導入が単なるコスト削減の一手段という
ことではなく，図書館サービス提供のための正式な制度として社会的に確立されたものであることを
意味する。いま，公立図書館のサービスは，官民パートナーシップによる市民協働に立脚した新たな
段階に入ったといえよう。
　ただし，図書館サービスへの民間開放において十分に留意すべきことは，障害者など，社会的弱者
へのサービスが，コストや効率性の観点から低下，縮小されるようなことがあってはならない，とい
うことである。また，現在のところ，図書館サービスの無料制は維持されているが，民間開放がさら
に進むとき，サービス提供に必要な安定的財源の確保のために，有料制が導入される事態を否定はで
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きない。しかし，社会的正義の観点からも，社会的弱者へのサービスの質を低下させてはならず，経
済的格差による利用者の選別も行ってはならない。社会的弱者へのサービスの充実と無料制は，U一
ルズの正義論が示しているように，民間開放の考え方の根拠となっている功利主義的公益観からも支
持される方針であることを，銘記する必要がある。
注・引用文献
1）足立幸男「政策評価における公益（Public　lnterest）概念の意義と役割」『年報政治学』通号1983［1983］
　p．51－66．
2）前掲1），p．59．
3）前掲1），p．54．
4）前掲1），p．61－64．
5）前掲1），p．63．
6）前掲1），p．64．
7）前掲1），p．64．
8）Mill，　JS．『自由論』岩波書店，1971，　p．211－212．
9）Rawls，　J．　A　Theory〔oflustice．　Harvard　University　Press，1971，　607p．（矢島鉤次監訳『正義論』紀伊国屋
　書店，1979，482p．）
10）土屋恵一郎『正義論／自由論』岩波書店，2002，p．37．
11）前掲9），p．118－192．
12）前掲10），p．35－36．
13）前掲9），p．54－117．
14）Nitecki，　J．Z．“Public　Interest　and　Theory　of　Librarianship，”College（G　Research　Librαries，　vol．25，
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　McCrimmon，　Barbara　ed．∠4merican　Library　Philosophy’　an．Anthology．　The　Shoe　String　Press，1975，
　248p．
15）前掲10），p．21－22．
16）前掲14），p269－271．
17）前掲8），p．36－37．
18）「図書館の権利宣言」『図書館の原則　改訂版：図書館における知的自由マニュアル（第6版）』アメリカ
　図書館協会知的自由部編，川崎良孝ほか訳　日本図書館協会，2003，p．61－62．
19）前掲18），p．61－62．
20）前掲18），p．61－62．
21）川崎良孝『図書館の歴史　アメリカ編』増訂第2版　日本図書館協会，2003，　p．207．
22）前掲18），p．64．
23）前掲18），p．64．
24）前掲18），p．65－66．
25）前掲18），p58．
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　1948年版では第4条に，1961年版では第6条に，1967年版では第6条にそれぞれ示されている。
27）前掲18），p．58．
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31）前掲14），p，277．
32）前掲14），p277．
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37）“競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（公共サービス改革法）リーフレット．”
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40）前掲39），p．23－42．
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　を活用した経済再生を目指して』経済産業省経済産業研究所，2002．5，p．11－13．
42）前掲41），p5－6．
43）前掲38），p9．
44）“PFI導入の手引き　Q　3　民活の活力を活用した事業方式．”
　（http：／／www8．cao．gojp／pfi／tebiki／kiso／kisoO3＿Ol．html最終アクセス日：2006－09－14）
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　　PFI事業を実際に実施するにあたっては，　BTOやBOTという手法が用いられる。　BTOとは，民間に設
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46）“PFI事業のプロセス．”（http：／／www8．cao．gojp／pfi／pfi＿process．html最終アクセス日：2006－09－14）．
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50）前掲48），p．14．
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　　鳴門市立図書館
　　　楠茂宣「NPO法人との協働による図書館運営：鳴門市立図書館の改革と再生」『地方自治職員研修』36
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　　　楠茂宣「成熟社会の新・市民参加論一分権時代の住民自治を求めてNPO法人との協働による図書館運
　　　　営一鳴門市立図書館の改革と再生」『地方自治職員研修』36（8）（通号501），2003．8，p．78－8L
　　中野区立図書館
　　　磯村彩ほか「特定非営利活動法人元気な図書館（中野サービス推進ネットワーク）」　『とうきょうの自
　　　　治』No．55，　2004．12，　p．14－16．
　　品川区立大崎ビジネス支援図書館
　　　吉岡恵美「図書館の新しい価値の創出と産業振興，NPOとの連携：大崎ビジネス支援図書館開設」『地
　　　　方自治職員研修』38（2）（通号523），2005．2，p．68－70．
　　山中湖情報創造館
　　　「NPOが新設図書館の指定管理者に：山中湖情報創造館」『ガバナンス』47，2005．3，　p．104－106．
　　　小林是綱「山中湖情報創造館における行政とNPOの協働：全国初の指定管理者」『図書館雑誌』99（4）
　　　　（通号977），　2005．4，p．230－233、
　　北九州市立図書館
　　　下川和彦「北九州市立図書館における指定管理者制度導入について」『みんな図書館』通号334，
　　　　2005．2，p．26－30．
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　　　　これらの図書館については次のサイトを参照。
　　　　　内閣府PFI推進委員会‘事業情報・分野別リスト．”
　　　　　　（http：／／www8．cao．gojp／pfi／iinkai7．html最終アクセス日；2006－09－14）
　　高知こどもの図書館
　　　『本・こども・NPO：高知こどもの図書館5周年記念』高知こどもの図書館2005，132p．
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　　　　p．381－385．
　　　浜垣昌子「NPOが設立・運営する高知こどもの図書館一設立運動と開館5年の課題」『都市問題』96（9），
　　　　20059，p．84－90．
52）川野一宏「NPO法人との協働による図書館運営について」『全国公共図書館研究集会報告書』2004年度，
　p．10－12．
53）下川和彦，山重荘一「宮崎市立図書館事業へのNPO法人導入について」『みんなの図書館』通号278，
　2000．6，p．72－81．
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70）『（仮称）稲城市立中央図書館等整備運営事業　実施方針』稲城市，2003．7，24p．
71）『（仮称）稲城市立中央図書館等整備事業　運営に関する業務要求水準書』稲城市，2003．1114p，
　　　1章総則において，「本事業の運営について入札参加者に市が要求するサービス水準並びに具体的な指
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72）前掲71），p．2．
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　　　シップに関する基本的な考え方が示されている。
73）前掲71），p．2－3，
74）『モニタリング及び維持管理運営業務にかかわる対価の減額について：（仮称）稲城市立中央図書館等整
　備運営事業　入札説明書　資料6』稲城市，2003．11，13p．
75）『新たな学習拠点整備基本構想』山梨県，2005．3，　32p．
76）前掲75），p．25．
77）『新たな学習拠点整備運営事業　運営業務要求水準書』山梨県，2006．5，　79p．
78）　前掲77），p．7．
79）前掲77），p．8－11．
80）『モニタリングに関するガイドライン』内閣府民間資金等活用事業推進委員会，2003．6，27p．
（さいとう・やすのり　文学部助教授）
